
わかりやすいと人気の北浜法律事務所ウェビナー。豊富な経験を積んだ弁護士が、有益な情報を語ります。
簡単登録するだけで、どなたでもご視聴いただけます。
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法務 Troubleshooting

担保法制の
見直しに関する動向

ビジネスパーソンの休憩時間

ポルシェの多いシュツットガルト

キャッシュレス決済普及で選択肢が広がる

賃金のデジタル払いが
解禁されました
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特 集

弁護士法人北浜法律事務所 代表
北浜グループ CEO

森本 宏

夏草の香りを感じる、開放的な季節となりました。

今号では、ポストコロナの日本経済を支える“要”、

金融機関のリーガルアドバイスの現況を、

「金融機関に攻めの法務サポートを」と題して

ファイナンス分野に精通する弁護士がお話ししています。

当事務所では単に規制の解説をするのみならず、

制度の趣旨を踏まえた前向きなアドバイスで

金融ビジネスを後押しすることが重要と考えています。

今号もぜひ最後までご覧ください。

me s s a g e

覺道 佳優 弁護士 Yoshimasa Kakudo

Profile2011年神戸大学法科大学院修了。銀行法、資金決済法、金融商品
取引法といった金融規制分野や、コンプライアンス関連案件を数
多く担当。2018年には金融庁総合政策局リスク分析総括課に任
期付公務員として赴任し、リスク管理検査室経営管理等チーム、
フィンテックモニタリング室などにて勤務。金融機関のガバナン
ス、コンプライアンス・リスク管理、不祥事対応に精通している。
M＆A、労働法務、ファイナンス業務などにも専門性を有する。
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金融機関に
攻めの法務サポートを
金融機関は日本経済の回復・再生を支える「要」。

北浜法律事務所では、金融レギュレーションに関する助言をはじめ、金融新規ビジネスを積極的にサポート。

クライアントの皆様が目指すビジネスモデルを前向きなリーガルアドバイスで後押ししています。

金融担当弁護士が昨今の傾向をお話しします。

太田 慎也 弁護士 Shinya Ota

Profile2013年京都大学法科大学院修了。事業再生、コーポレート、訴
訟・紛争関係の分野を専門に担当。2021年から2年間、大阪府
中小企業再生支援協議会の弁護士サブマネージャーに就任。
中小企業の再生支援及び再チャレンジ支援に取り組み、事業
再生についての知見を深める。また、金融商品取引法（主に業
規制・行為規制）や銀行法など金融関連法令が絡む分野にも
精通し、積極的に経験を積んでいる。



特 集

金融分野のリーガルアドバイスでビジネスを多角的にサポート。
実績豊富な北浜法律事務所にご相談ください。

Special Contents

東京事務所 TEL：03-5219-5151
大阪事務所 TEL：06-6202-1088
福岡事務所 TEL：092-263-9990

金融機関に攻めの法務サポートを

覺
道
　
北
浜
法
律
事
務
所
は
、
元
々
、
事
業

再
生
や
倒
産
分
野
を
強
み
と
し
て
き
た
事
務

所
で
し
た
の
で
、
相
手
方
が
金
融
機
関
で
あ

る
こ
と
が
多
か
っ
た
の
で
す
が
、
年
を
追
う

ご
と
に
金
融
機
関
か
ら
の
ご
相
談
が
増
加
し

て
い
ま
す
ね
。

太
田
　
そ
う
で
す
ね
。
北
浜
法
律
事
務
所
が

金
融
機
関
に
対
し
て
行
っ
て
い
る
サ
ポ
ー
ト

と
し
て
主
な
も
の
を
挙
げ
る
と
、
金
融
レ

ギ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
助
言
、
金
融
取

引
か
ら
派
生
し
た
紛
争
処
理
解
決
、
ロ
ー
ン

契
約
書
の
レ
ビ
ュ
ー
、
フ
ァ
ン
ド
の
組
成
な

ど
で
す
。
特
に
、北
浜
法
律
事
務
所
が
サ
ポ
ー

ト
し
た
案
件
で
、
最
も
規
模
が
大
き
か
っ
た

も
の
は
、
地
銀
再
編
に
係
る
サ
ポ
ー
ト
で
し

た
。
相
談
数
が
多
い
も
の
と
し
て
は
、
や
は

り
金
融
レ
ギ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
つ
い
て
か
と

思
い
ま
す
。

覺
道
　
特
に
銀
行
は
、
銀
行
法
の
規
制
下
に

あ
り
、
自
ら
が
営
む
こ
と
が
で
き
る
業
務
は

制
限
さ
れ
て
い
ま
す
し
、
子
会
社
の
業
務
範

囲
も
制
限
さ
れ
て
い
ま
す
。
銀
行
の
固
有
業

務
と
し
て
は
、
預
金
の
受
け
入
れ
や
、
資
金

の
貸
付
、
為
替
取
引
に
な
り
ま
す
が
、
こ
れ

ら
に
該
当
し
な
い
業
務
に
つ
い
て
も
「
付
随

業
務
」
と
し
て
営
む
こ
と
が
で
き
る
場
合
が

あ
り
ま
す
。
ま
た
、
銀
行
法
に
規
定
さ
れ
た

業
務
を
営
む
会
社
で
あ
れ
ば
、
子
会
社
と
す

る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
令
和

３
年
度
に
銀
行
法
が
改
正
さ
れ
た
こ
と
も
あ

り
、
銀
行
と
し
て
新
規
ビ
ジ
ネ
ス
を
検
討
さ

れ
る
こ
と
も
多
く
、
こ
れ
に
伴
う
、
金
融
レ

ギ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
ご
相
談
が
増
え
て
い
る

印
象
で
す
ね
。

太
田
　
金
融
審
議
会
「
銀
行
制
度
等
ワ
ー
キ

ン
グ
・
グ
ル
ー
プ
報
告‒
経
済
を
力
強
く
支

え
る
金
融
機
能
の
確
立
に
向
け
て‒

」
に
お

い
て
、
金
融
機
関
は
、
自
ら
持
続
可
能
な
ビ

ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
構
築
し
た
上
で
、
日
本
経

済
の
回
復
・
再
生
を
支
え
る
「
要
」
と
位
置

付
け
ら
れ
ま
し
た
。
そ
の
上
で
、①
人
口
減

少
や
少
子
高
齢
化
に
直
面
す
る
地
域
の
社
会

経
済
の
課
題
解
決
に
貢
献
す
る
こ
と
、②
ポ

ス
ト
コ
ロ
ナ
に
向
け
て
対
応
を
進
め
る
企

業
・
産
業
を
力
強
く
支
援
す
る
こ
と
、③「
目

利
き
力
」
を
さ
ら
に
強
化
し
、
成
長
分
野
に

資
金
を
供
給
す
る
こ
と
、
と
い
う
役
割
を
果

た
し
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
と
し
て
、

令
和
３
年
度
の
銀
行
法
等
の
改
正
に
至
っ
た

わ
け
で
す
。
銀
行
に
お
け
る
新
規
ビ
ジ
ネ
ス

の
検
討
は
、
社
会
経
済
の
課
題
解
決
や
、
ポ

ス
ト
コ
ロ
ナ
に
向
け
て
対
応
を
進
め
る
企

業
・
産
業
の
支
援
な
ど
に
繋
が
る
も
の
で
あ

る
こ
と
か
ら
、
我
々
と
し
て
も
、
積
極
的
に

サ
ポ
ー
ト
し
て
い
き
た
い
と
こ
ろ
で
す
。

太
田
　
他
方
、
資
金
移
動
業
者
が
依
頼
者
に

な
る
こ
と
も
多
い
で
す
ね
。
こ
の
分
野
の
現

状
は
ど
の
よ
う
に
見
て
い
ま
す
か
？

覺
道
　
資
金
移
動
業
者
の
規
模
は
大
企
業
か

ら
中
小
企
業
ま
で
さ
ま
ざ
ま
で
す
。
法
務
担

当
者
が
充
分
に
在
籍
し
て
い
る
場
合
も
あ
れ

ば
、
法
務
担
当
と
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
担
当

が
各
１
名
だ
け
と
い
う
場
合
も
あ
り
ま
す
。

さ
ら
に
、
国
内
に
お
け
る
資
金
移
動
業
の
登

録
事
業
者
が
80
社
程
度
と
新
し
い
分
野
で
、

資
金
決
済
法
自
体
も
、
金
融
関
連
法
令
の
中

で
は
比
較
的
新
し
い
法
律
で
す
。
そ
の
た
め
、

資
金
決
済
法
に
つ
い
て
専
門
的
知
識
を
有
し

て
い
る
弁
護
士
が
必
ず
し
も
多
く
な
く
、
金

融
規
制
対
応
に
お
困
り
の
事
業
者
が
多
い
印

象
を
受
け
ま
す
。

太
田
　
特
に
覺
道
先
生
は
、
２
０
２
１
年
に

金
融
庁
総
合
政
策
局
リ
ス
ク
分
析
総
括
課

フ
ィ
ン
テ
ッ
ク
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
室
に
在
籍
し

て
お
ら
れ
た
の
で
、
資
金
移
動
業
者
の
態
勢

整
備
の
依
頼
を
受
け
る
こ
と
も
多
い
で
す
よ

ね
。
実
際
の
と
こ
ろ
、
ど
の
よ
う
な
ご
相
談

が
多
い
で
し
ょ
う
か
。

覺
道
　
資
金
移
動
業
者
は
未
達
債
務
に
つ
い

て
の
資
産
保
全
義
務
、
利
用
者
の
送
金
資
金

に
つ
い
て
の
滞
留
規
制
等
、
資
金
決
済
法
に

基
づ
く
各
種
義
務
を
負
っ
て
い
ま
す
。
特
に
、

近
年
、
資
金
決
済
法
・
内
閣
府
令
・
事
務
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
の
大
き
な
改
正
が
な
さ
れ
た
こ

と
も
あ
り
、
改
正
対
応
に
つ
い
て
の
相
談
も

増
え
て
い
ま
す
。
ま
た
、
資
金
決
済
法
及
び

事
務
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
基
づ
い
た
法
令
遵
守

（
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
）
態
勢
の
構
築
に
関

す
る
ご
相
談
も
多
い
で
す
。
対
応

の
際
に
は
、
事
業
者
の
規
模
に
応

じ
て
回
答
す
る
と
と
も
に
、
利
用

者
へ
の
影
響
が
大
き
い
サ
ー
ビ
ス

で
あ
る
た
め
、
当
局
対
応
も
意
識

し
つ
つ
、
態
勢
構
築
に
向
け
た
サ

ポ
ー
ト
を
行
っ
て
い
ま
す
。

太
田
　
銀
行
で
あ
れ
、
資
金
移
動
業
者
で
あ

れ
、
金
融
レ
ギ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
は
、
金
融
機

関
の
事
業
に
直
結
す
る
問
題
で
す
。
規
制
内

容
を
幅
広
く
か
つ
正
確
に
理
解
し
て
お
く
た

め
に
、
銀
行
法
や
資
金
決
済
法
な
ど
の
法
律

だ
け
で
な
く
、政
令
や
内
閣
府
令
、監
督
指
針
、

事
務
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
、
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン

ト
ま
で
を
網
羅
的
に
理
解
し
、
頻
繁
な
改
正

内
容
も
キ
ャ
ッ
チ
ア
ッ
プ
し
た
上
で
、
そ
れ

ら
を
有
機
的
に
繋
ぎ
、
具
体
的
な
事
案
に
応

じ
て
的
確
な
見
解
を
導
か
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。
北
浜
法
律
事
務
所
と
し
て
は
、
豊
富

な
知
識
、
具
体
的
な
経
験
の
も
と
培
っ
て
き

た
実
績
が
あ
り
ま
す
。
金
融
機
関
の
ク
ラ
イ

ア
ン
ト
の
皆
様
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
サ
ポ
ー

ト
が
可
能
と
自
負
し
て
お
り
ま
す
。

覺
道
　
金
融
レ
ギ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る

問
題
に
つ
い
て
は
、
弁
護
士
と
し
て
ど
う
し

て
も
保
守
的
な
回
答
に
な
り
が
ち
で
す
が
、

私
た
ち
は
、
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
の
皆
様
が
目
指

す
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
真
に
理
解
し
寄
り
添

い
、
金
融
レ
ギ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
存
在
は
前

提
と
し
つ
つ
も
、
よ
り
踏
み
込
ん
だ
前
向
き

な
リ
ー
ガ
ル
ア
ド
バ
イ
ス
が
で
き
る
よ
う
努

め
て
い
ま
す
。

資
金
移
動
業
者
に
対
す
る

サ
ポ
ー
ト

北
浜
法
律
事
務
所
の

リ
ー
ガ
ル
ア
ド
バ
イ
ス

クライアントが目指すビジネスモデルを
真に理解し寄り添ったアドバイスを。

金
融
機
関
に
対
す
る
サ
ポ
ー
ト

KITAHAMA Webinar

デジタル給与払い導入における
企業としての留意点

覺道 佳優 弁護士／太田 慎也 弁護士 ※Webinarの視聴には会員登録が必要です。Speaker



担保法制の
見直しに関する動向

月刊住職（興山舎）

法務 Troubleshooting

川上 幸星 弁護士 Kosei Kawakami

2019年京都大学法科大学院修了。幅広い法分野
を担当し、中でも情報・IT分野に関する専門性を
積極的に高めている。情報・IT分野は今や日常生
活に欠かせないものである一方、法規制の理解
が難しく悩む企業も多い。持ち前の傾聴力を活か
し、依頼者に寄り添い伴走する意識を大事に、深
く丁寧なリーガルリサーチにも磨きをかけている。
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キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
普
及
で
選
択
肢
が
広
が
る

Relay colum
n

File
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ビジネスパーソンの休憩時間

ポルシェの多いシュツットガルト

Have a little break

労
働
基
準
法
で
は
、
賃
金
は
通
貨
払
い
と

定
め
ら
れ
、
例
外
的
に
同
法
施
行
規
則
（
以

下
「
規
則
」
と
い
い
ま
す
。）
に
よ
っ
て
銀

行
口
座
な
ど
へ
の
振
込
み
が
認
め
ら
れ
て
い

ま
し
た
。
さ
ら
に
昨
今
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス

決
済
普
及
を
受
け
、
令
和
５
年
４
月
１
日
よ

り
、
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
し
た
第
二
種
資

金
移
動
業
者
の
口
座
へ
の
資
金
移
動
に
よ
る

方
法
（
い
わ
ゆ
る
賃
金
の
デ
ジ
タ
ル
払
い
）

が
認
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
（
改
正

規
則
７
条
の
２
第
１
項
３
号
）。

第
二
種
資
金
移
動
業
と
は
、
１
０
０
万
円

以
下
の
資
金
の
移
動
に
係
る
為
替
取
引
の
み

を
業
と
し
て
営
む
こ
と
（
た
だ
し
５
万
円
以

下
の
資
金
の
移
動
に
係
る
為
替
取
引
の
み
を

業
と
し
て
営
む
第
三
種
資
金
移
動
業
を
除

く
。）
で
あ
り
（
資
金
決
済
に
関
す
る
法
律

36
条
の
２
第
２
項
）、
例
え
ば
、PayPay

株

式
会
社
は
第
二
種
資
金
移
動
業
者
に
該
当
し

ま
す
（
令
和
５
年
３
月
31
日
時
点
）。
破
綻

時
等
の
資
金
保
全
の
仕
組
み
を
有
す
る
な
ど

規
則
の
要
件
を
満
た
し
た
第
二
種
資
金
移
動

業
者
が
、
賃
金
の
デ
ジ
タ
ル
払
い
に
つ
い
て

厚
生
労
働
大
臣
の
指
定
を
受
け
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。

今
般
の
改
正
は
、
あ
く
ま
で
選
択
肢
を
増

や
す
だ
け
で
あ
り
、
使
用
者
に
デ
ジ
タ
ル
払

い
を
義
務
付
け
た
り
、
従
業
員
に
デ
ジ
タ
ル

払
い
に
よ
る
受
取
り
を
強
制
す
る
も
の
で
は

あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
デ
ジ
タ
ル
払
い
を
導

入
す
る
に
は
、
利
用
す
る
資
金
移
動
業
者
な

ど
を
明
記
し
た
労
使
協
定
を
締
結
し
た
上
で
、

個
々
の
労
働
者
に
必
要
事
項
を
説
明
し
て
同

意
を
得
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

今
後
、
厚
生
労
働
省
に
よ
っ
て
賃
金
の
デ

ジ
タ
ル
払
い
を
認
め
ら
れ
た
資
金
移
動
業
者

が
指
定
さ
れ
て
い
き
ま
す
の
で
、
導
入
を
検

討
す
る
使
用
者
は
、
制
度
を
理
解
し
、
必
要

な
手
続
き
の
準
備
を
し
て
お
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。

法務省では、動産・債権等を目的とした担保法制の見直しが審議されており、令和4年12月6日に

は「担保法制の見直しに関する中間試案」が公表、パブリック・コメントの手続きも終了し、現在、

立法化に向けた検討が進んでいます。

不動産担保（抵当権）や代表者の個人保証に過度に依存しない資金調達方法の確立のために、

在庫等動産や売掛金等債権の担保活用促進が考えられるものの、その担保手法として実務上利

用されている（集合）動産・債権譲渡担保や所有権留保は、法律上明文規定がないため、その解

釈が判例法理に委ねられており、法的安定性に欠けるという指摘がありました。そこで、その解消

のため、立法化が検討されているところです。検討内容は、動産・債権等を目的とした担保権の効

力・対抗要件（優劣関係）・実行方法など広範囲に及び、例えば対抗要件として登記制度の導入な

ども検討されています。

加えて、金融庁では、事業性に着目した融資実務の発展のため、事業全体を目的とした担保権

（事業成長担保権）の創設が検討されています。事業成長担保権は、スタートアップ企業など、い

わゆる「持たざる企業」の資金調達に資するものと考えられていますが、他方で、融資実行後の債

務者企業のモニタリング、事業成長担保権の実行方法や既存の倒産手続との関係性など、課題

も多く指摘されています。

これら担保法制の見直しが融資実務や企業間取引へ与える影響は小さくないものと考えられま

す。弊所では立法動向を随時、フォローアップしていますので、ご関心のある方はお気軽にご相談

ください。

冨本 晃司 弁護士
Koji  Tomimoto

Profile

賃
金
の
デ
ジ
タ
ル
払
い
が

解
禁
さ
れ
ま
し
た

堀野 桂子 弁護士

Profile

Keiko Horino

2004年大阪大学法学部卒業。ファイナンス、事業再生、M&Aなどを中心に
取り扱う。ファイナンス分野では、様々なストラクチャードファイナンスやプ
ロジェクトファイナンスのほか、各種金融規制（金融商品取引法、銀行法な
ど）、近時ではFinTechへ適用される法規制への対応にもアドバイスを行っ
ている。また事業再生分野では私的整理や法的再建手続、法的清算手続な
ど、幅広く対応。事業再生に関する執筆のほか、信託法に関してはロース
クールなどでも講師を務める。

弊社の事
業成長可

能性を

融資の検
討材料と

してくださ
い！

海外渡航

冨本 晃司弁護士の

2021年より米国・UCバークレー校へ留学し、サンフランシスコの法
律事務所へ出向後、本年4月よりドイツ・シュツットガルトの法律事
務所へ出向しています。同じく日本企業をクライアントとさせてい
ただく法律業務でも、米国・EUそれぞれで、当然ながら規制内容
や運用の違いがあるため、それぞれの実務を学び帰国後の業務に
活かしたいと考えています。なお、写真はシュツットガルトに本社の
あるポルシェの最初期モデル。実際、街なかにはポルシェが多く、
テスラが多かったカリフォルニアとの違いをここにも感じます。

昨今
では

電子
マネ
ーで
の受
け取
りを

便利
だと
感じ
る方
も

多い
かも
しれ
ませ
んね
！


